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株主各位

(証券コード：2469)
（発送日）　2026年６月９日

(電子提供措置の開始日）　2026年６月２日
株 主 各 位

東 京 都 港 区 港 南 ３ 丁 目 ５ 番 1 4 号

代表取締役社長  吉 松  聡

【当社ウェブサイト】
　https://www.hibino.co.jp/ir/stocks/assembly.html

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
　https://d.sokai.jp/2469/teiji/

第63回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第63回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申しあ
げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置
事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに
「第63回定時株主総会招集ご通知」及び「第63回定時株主総会招集ご通知に際しての
その他の電子提供措置事項（交付書面省略事項）」として電子提供措置事項を掲載して
おりますので、以下のいずれかのウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいます
ようお願い申しあげます。

　なお、当日ご出席いただけない場合は、書面または電磁的方法（インターネット）に
よって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類を
ご検討のうえ、後記４頁から５頁に記載の「議決権行使についてのご案内」に従って、
2026年６月23日（火曜日）午後６時までに、事前に議決権を行使くださいますようお
願い申しあげます。
　また、本招集ご通知につきましては、書面交付請求をされた株主様に送付する書面
を、書面交付請求をされていない株主様を含む議決権を有するすべての株主様に対して
送付することとしております。

敬　具
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株主各位

１. 日 時 2026年６月24日（水曜日）午前10時　（受付開始：午前９時）

２. 場 所 東京都港区港南３丁目５番14号　ヒビノ株式会社　本社１階会議室

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 １．第63期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報

告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

２．第63期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書
類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 取締役８名選任の件
第２号議案 監査役１名選任の件
第３号議案 補欠監査役２名選任の件

記

４．招集にあたっての決議事項
（１）議決権行使に関する事項

①書面により議決権を行使された場合の議決権行使書において、各議案につき賛否
の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

②電磁的方法（インターネット）により複数回、議決権行使をされた場合は、最後
に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

③書面及び電磁的方法（インターネット）の両方で議決権行使をされた場合は、電
磁的方法（インターネット）による議決権行使を有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。

（２）議決権の不統一行使の通知方法
議決権の不統一行使をされる場合には、株主総会の日の３日前（2026年６月20
日）までに、議決権の不統一行使を行う旨とその理由を当社にご通知くださいま
すようお願い申しあげます。

以　上
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株主各位

     
◎本株主総会においては、お土産を取りやめさせていただきます。何卒ご理解ください
ますようお願い申しあげます。

◎2026年５月22日開催の取締役会において、第63期期末配当金として１株当たり45円をお支
払いすること、及び支払開始日を2026年６月25日とさせていただくことを決議いたしまし
た。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら本招集ご通知とあわせてお送りする議決権行使書用紙を会場
受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づ
き、インターネット上の当社ウェブサイト
（https://www.hibino.co.jp/ir/stocks/assembly.html）及び株主総会資料掲載ウェブサイ
ト（https://d.sokai.jp/2469/teiji/）に「第63回定時株主総会招集ご通知に際してのその他
の電子提供措置事項（交付書面省略事項）」として掲載しておりますので、送付する書面には
記載しておりません。
①事業報告の、「主要な事業内容」「主要な営業所及び工場」「新株予約権等の状況」「自

己株式の取得、処分等及び保有」「会社役員の状況の『責任限定契約の内容の概要』『役
員等賠償責任保険契約の内容の概要等』『社外役員に関する事項』」「会計監査人の状
況」「業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要」「会社の支配に
関する基本方針」

②連結計算書類の、「連結株主資本等変動計算書」「連結注記表」
③計算書類の、「貸借対照表」「損益計算書」「株主資本等変動計算書」「個別注記表」
④監査報告の、「計算書類に係る会計監査報告」
なお、これらの事項は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作成するに際して
監査した事業報告、連結計算書類、計算書類及び会計監査報告に含まれております。

◎ 電 子 提 供 措 置 事 項 に 修 正 が 生 じ た 場 合 は 、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.hibino.co.jp/ir/stocks/assembly.html）及び株主総会資料掲載ウェブサイ
ト（https://d.sokai.jp/2469/teiji/）において、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載さ
せていただきます。

◎株主様向けにインターネットによる株主総会ライブ配信を行います。詳細につきましては、本
招集ご通知とあわせてお送りする「株主総会のライブ配信（ハイブリッド参加型バーチャル総
会）につきまして」をご覧くださいますようお願い申しあげます。

◎お身体の不自由な株主様又は障がいのある株主様へ
お身体の不自由な株主様、障がいのある株主様におかれましては、ご要望に応じて、車椅子の
サポート、座席への誘導等のお手伝いをさせていただきますので、受付にてお申し付けくださ
い。
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権
を行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提
出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示のうえ、ご返送ください。

次頁の案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年６月24日（水曜日）

午前10時（受付開始：午前９時）

2026年６月23日（火曜日）

午後６時到着分まで
2026年６月23日（火曜日）

午後６時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１号、第３号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

見 本

※議決権行使書用紙はイメージです。

第２号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印

書面及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な
議決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合
は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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議決権行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

ログインQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1

見 本
見 本

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」をご入力ください。

2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。

3

「パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く９：00～21：00）

－ 5 －
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株主総会参考書類サマリー

（ご参考）
株主総会参考書類サマリー

本定時株主総会に上程させていただく予定の議案の要旨は以下のとおりです。お手数ですがご高覧
いただきますようお願い申しあげます。

■　第１号議案　取締役８名選任の件
取締役全員（8名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、取締役8名の選
任をお願いしたいと存じます。
（第１号議案詳細・・・７頁～15頁）

■　第２号議案　監査役１名選任の件
監査役森勝之氏は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１名の選任を
お願いしたいと存じます。
（第２号議案詳細・・・16頁）

■　第３号議案　補欠監査役２名選任の件
現在の補欠監査役の選任の効力は、本総会の開始の時までとされておりますので、改めて監査

役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、常勤監査役の補欠として須賀幸喜氏及び社
外監査役の補欠として自閑博巳氏の選任をお願いしたいと存じます。
（第３号議案詳細・・・19頁～20頁）

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者
番　号 氏　　名 候補者属性 当社における現在の地位及び担当

１ 　
ひ

日
び

比
の

野
 

　
てる

晃
ひさ

久 再任
　

代表取締役会長
指名委員会委員、報酬委員会委員※

２ 　
よし

吉
まつ

松
 

　
さとし

聡 再任
　

代表取締役社長
指名委員会委員、報酬委員会委員※

３ 　
いも

芋
かわ

川　
じゅん

淳
いち

一 再任
　

取締役　常務執行役員
コンサート・イベントサービス事業ヒビノビジュ
アルグループ担当

４ 　
ひさ

久
の

野
 

　
ちか

慎
ゆき

幸 再任
　

取締役　常務執行役員
販売施工事業、建築音響施工事業担当

５ 　
い

井
ざわ

澤　
たかし

孝 再任
　

取締役　常務執行役員
コンサート・イベントサービス事業ヒビノサウン
ドグループ担当

６ 　
たか

高
の

野　
よし

芳
ひろ

裕 再任
　

取締役　常務執行役員
ヒビノGMC担当
関連当事者取引等検証委員会委員

７ 　
かね

金
こ

子
 

　
もと

基
ひろ

宏
再任 社外
独 立 役 員

取締役
指名委員会委員長、報酬委員会委員長※
関連当事者取引等検証委員会委員長

８ 　
やま

山
ぐち

口
 

　
こう

孝
た

太
再任 社外
独 立 役 員

取締役
指名委員会委員、報酬委員会委員※
関連当事者取引等検証委員会委員

　株主総会参考書類
第１号議案　取締役８名選任の件

取締役全員（８名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、取締役８名の選任を
お願いしたいと存じます。なお、取締役候補者の選定につきましては、独立社外取締役を委員長とす
る任意の指名委員会に諮問し、その答申を踏まえて取締役会にて決定しております。

取締役候補者は、次のとおりであります。
【候補者一覧】

※当社は、監査役会設置会社でありますが、取締役会の諮問機関として任意の指名委員会及び報酬委
員会を設置しております。
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

１

再任

ひ

日
 

 
び

比
 

 
の

野
 

 
 

　
 

 
てる

晃
 

 
 

　
 

 
ひさ

久
(1962年７月23日)

所有する当社の株式数
704,489株

    1985年    4 月 当社入社
    1988年    7 月 当社AVCシステム事業部事業部長
    1990年    6 月 当社取締役映像事業部事業部長
    1997年    6 月 当社常務取締役
    2000年    6 月 ヒビノドットコム㈱代表取締役社長
    2002年    6 月 当社代表取締役社長
    2011年    9 月 ㈲ハイビーノ取締役社長（現任）
    2021年    6 月 当社指名委員会委員（現任）

当社報酬委員会委員（現任）
    2026年    6 月 当社代表取締役会長（現任）

取締役候補者とした理由
　2002年の代表取締役社長就任以来、強力なリーダーシップにより当社グループを牽引し、
2006年にはJASDAQ市場への新規株式上場を果たしました 。
　前中期経営計画「ビジョン2025」においては、事業環境の変化を的確に捉えて経営の舵取り
を行い、過去最高益の更新を伴う収益目標の達成へと導くなど、高収益体質への転換を自ら強力
に推進しました。
　2026年度からは、連結売上高1,000億円を目指す新中期経営計画「Beyond 1000」のも
と、最重要課題である人的資本経営の推進やAI・DXを活用したビジネスモデルの革新を主導
し、持続的な成長基盤の構築に心血を注いでいます 。これらの実績と卓越した経営手腕は、今
後のグループの拡大発展に不可欠であると判断しております。
　当社の取締役選任基準も十分満たしており、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 8 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

２

再任

よし

吉
 

 
 

　
 

 
まつ

松
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
 

　
 

 
さとし

聡
(1961年１月18日)

所有する当社の株式数
27,812株

    1983年    4 月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀行）入行
    2006年    3 月 ㈱みずほ銀行平塚支店長
    2010年    4 月 同行人事部付参事役
    2010年    6 月 当社取締役ヒビノGMC担当
    2016年    4 月 当社取締役常務執行役員ヒビノＧＭＣ担当
    2017年    5 月 Hibino USA, Inc.取締役（現任）
    2022年    6 月 当社代表取締役副社長

当社指名委員会委員（現任）
当社報酬委員会委員（現任）
Hibino Asia Pacific Limited董事長（現任）
Hibino Europe B.V.取締役（現任）

    2026年    6 月 当社代表取締役社長

取締役候補者とした理由
　企業経営、財務・会計、組織・人事等の幅広い分野において高い知見を有しています 。
　前中期経営計画「ビジョン2025」の推進においては、経営の要として戦略の実行を強力に後
押しし、過去最高益の更新および収益目標の達成に多大な貢献を果たしました。
　2026年度からは、新中期経営計画「Beyond 1000」の実現に向け、豊富な経験に基づく
M&A戦略の実行を軸に、事業基盤のさらなる拡大、グループ間の連携強化によるシナジーの最
大化を牽引するとともに、アジア・オセアニア地域を中心としたグローバル展開の高度化を推進
しています。
　その豊富な経験とリーダーシップは、当社の持続的な企業価値向上に不可欠であると判断して
おります。
　当社の取締役選任基準も十分満たしており、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 9 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

３

再任

いも

芋
 

 
 

　
 

 
かわ

川
 

 
 

　
 

 
じゅん

淳
 

 
 

　
 

 
いち

一
(1969年２月３日)

所有する当社の株式数
11,766株

    1991年    4 月 当社入社
    2002年    9 月 当社ヒビノビジュアルDiv. ビジュアル東京２部部長
    2005年    4 月 当社ヒビノビジュアルDiv. 営業部部長
    2005年    6 月 当社取締役ヒビノビジュアルDiv. 事業部長
    2016年    4 月 当社取締役常務執行役員ヒビノビジュアルグループ担当
    2017年    5 月 Hibino USA, Inc.取締役（現任）

H&X Technologies, Inc.取締役（現任）
    2022年    4 月 当社取締役常務執行役員コンサート・イベントサービス事業

ヒビノビジュアルグループ担当（現任）
    2024年    5 月 CHホールディングス㈱取締役（非常勤）（現任）
    2024年    6 月 ㈱テクノハウス取締役（非常勤）（現任）
    2025年    6 月 ヒビノシグマライズ㈱取締役（非常勤）（現任）

取締役候補者とした理由
　当社の主力事業であるコンサート・イベントサービス事業/映像部門（ヒビノビジュアルグル
ープ）を統括する取締役として業務を執行しており、同分野において豊富な経験と知識を有して
おります。このことから、今後の会社の拡大発展に不可欠であると判断しております。
　当社の取締役選任基準も十分満たしており、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 10 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

４

再任

ひさ

久
 

 
 

　
 

 
の

野
 

 
 

　
 

 
ちか

慎
 

 
 

　
 

 
ゆき

幸
(1964年８月26日)

所有する当社の株式数
29,566株

    1985年    10月 当社入社
    2002年    9 月 当社ヒビノAVCセールスDiv. 東京ブランチ部長
    2005年    4 月 当社ヒビノプロオーディオセールスDiv. 営業３部部長
    2005年    10月 当社ヒビノプロオーディオセールスDiv. 統括部長
    2007年    2 月 当社ヒビノプロオーディオセールスDiv. 事業部長
    2007年    6 月 当社取締役ヒビノプロオーディオセールスDiv. 事業部長
    2010年    10月 ビクターアークス㈱（現ヒビノスペーステック㈱）取締役

（非常勤）（現任）
    2015年    4 月 日東紡音響エンジニアリング㈱（現日本音響エンジニアリン

グ㈱）取締役（非常勤）（現任）
    2016年    4 月 当社取締役常務執行役員ヒビノプロオーディオセールスグル

ープ担当
    2022年    4 月 当社取締役常務執行役員販売施工事業ヒビノマーケティン

グ・ヒビノエンジニアリング・Sama Soundグループ担
当、建築音響施工事業担当

    2022年    6 月 当社取締役常務執行役員販売施工事業、建築音響施工事業担
当（現任）

    2023年    12月 ㈱エヌジーシー（現ヒビノグラフィックス㈱）取締役（非常
勤）（現任）

    2024年    11月 Insight Systems Holdings Pty Ltd取締役（現任）

取締役候補者とした理由
　当社の主力事業である販売施工事業、建築音響施工事業を統括する取締役として業務を執行し
ており、同分野において豊富な経験と知識を有しております。このことから、今後の会社の拡大
発展に不可欠であると判断しております。
　当社の取締役選任基準も十分満たしており、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 11 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

５

再任

い

井
 

 
 

　
 

 
ざわ

澤
 

 
 

　
 

 　
 

 
 

　
 

 
たかし

孝
(1964年３月15日)

所有する当社の株式数
7,581株

    1989年    5 月 当社入社
    2016年    3 月 当社執行役員ヒビノサウンドDiv.営業統括
    2022年    6 月 当社取締役常務執行役員コンサート・イベントサービス事業

ヒビノサウンドグループ担当（現任）

取締役候補者とした理由
　当社の主力事業であるコンサート・イベントサービス事業/音響部門（ヒビノサウンドグルー
プ）を統括する取締役として業務を執行しており、同分野において豊富な経験と知識を有してお
ります。このことから、今後の会社の拡大発展に不可欠であると判断しております。
　当社の取締役選任基準も十分満たしており、引き続き取締役候補者といたしました。

６

再任

たか

高
 

 
 

　
 

 
の

野
 

 
 

　
 

 
よし

芳
 

 
 

　
 

 
ひろ

裕
(1966年４月11日)

所有する当社の株式数
3,478株

    1989年    4 月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀行）入行
    2010年    2 月 ㈱みずほ銀行コンプライアンス統括部管理チーム参事役
    2014年    10月 同行宇都宮支店長
    2018年    4 月 同行九段支店長兼九段第一部長
    2020年    4 月 同行グローバル人事部付参事役
    2020年    6 月 当社理事ヒビノGMC担当
    2021年    1 月 当社上席執行役員ヒビノGMC総務グループ・情報システム

グループ・人事グループ・財務グループ・経営企画グループ
担当

    2021年    6 月 日本環境アメニティ㈱取締役（非常勤）（現任）
    2022年    6 月 当社取締役常務執行役員ヒビノGMC担当（現任）

当社関連当事者取引等検証委員会委員（現任）
ヒビノスペーステック㈱取締役（非常勤）（現任）

    2024年    5 月 CHホールディングス㈱取締役（非常勤）（現任）
    2024年    8 月 ㈱オフィックス取締役（非常勤）（現任）

取締役候補者とした理由
　金融機関在籍時に培った、人事・企業経営・事業戦略・マーケティング分野での豊富な経験と
実績及び、法務・コンプライアンス・リスク管理について様々な知識・経験を有しております。
2022年より当社の管理部門（ヒビノGMC）を統括する取締役として業務を執行しており、内
部管理体制の強化等に手腕を発揮しております。これらのことから、今後の会社の拡大発展に不
可欠であると判断しております。
　当社の取締役選任基準も十分満たしており、引き続き取締役候補者といたしました。

－ 12 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

7

再任 社外

独 立 役 員

かね

金
 

 
 

　
 

 
こ

子
 

 
 

　
 

 
もと

基
 

 
 

　
 

 
ひろ

宏
(1958年９月５日)

所有する当社の株式数
2,400株

    1981年    4 月 ㈱第一勧業銀行（現㈱みずほ銀行）入行
    2002年    4 月 ㈱みずほ銀行駒込霜降橋支店長
    2006年    3 月 同行秘書室長
    2008年    4 月 同行執行役員秘書室長
    2009年    4 月 同行執行役員本店長
    2011年    4 月 同行常務執行役員
    2012年    6 月 みずほ情報総研㈱代表取締役副社長
    2014年    6 月 当社社外監査役
    2019年    4 月 中央不動産㈱（現中央日本土地建物㈱）顧問（現任）
    2019年    8 月 株式会社ハニーズホールディングス社外取締役（監査等委

員）（現任）
    2021年    6 月 当社社外取締役（現任）

当社指名委員会委員長（現任）
当社報酬委員会委員長（現任）

    2022年    6 月 当社関連当事者取引等検証委員会委員長（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　金融機関の執行役員及び事業会社の取締役としての豊富な経験と企業会計及び企業統治に関す
る高い見識を有しております。当社取締役会においては、金融機関の執行役員及び事業会社の取
締役としての経験・知見に基づき、企業経営及び企業会計の見地から適宜発言を行っております。
　今後も、独立した立場から上記の経験・知見を当社の経営と企業統治の強化に活かしていただ
くことを期待しております。
　当社の取締役選任基準も十分満たしており、引き続き社外取締役候補者といたしました。

－ 13 －
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取締役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 、 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

８

再任 社外

独 立 役 員

やま

山
 

 
 

　
 

 
ぐち

口
 

 
 

　
 

 
こう

孝
 

 
 

　
 

 
た

太
(1974年7月14日)

所有する当社の株式数
－株

    2000年    10月 弁護士登録
長島・大野・常松法律事務所入所

    2005年    １月 ㈱インフォデリバ（現㈱InfoDeliver）CFO兼取締役
    2008年    9 月 Debevoise & Plimpton （New York）勤務
    2009年    7 月 ニューヨーク州弁護士登録
    2011年    9 月 木村・多久島・山口法律事務所開設、同パートナー（現任）

GLP投資法人監督役員
    2013年    6 月 ㈱平和社外取締役（現任）
    2023年    6 月 当社社外取締役（現任）

当社指名委員会委員（現任）
当社報酬委員会委員（現任）
当社関連当事者取引等検証委員会委員（現任）

    2024年    12月 トグルホールディングス㈱ 社外監査役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
　長年の弁護士として培われた法律知識と事業会社の取締役としての企業統治に関する高い見識
と経験を有しております。
　当社取締役会においては、弁護士及び事業会社の取締役としての経験・知見に基づき、企業統
治の見地から適宜発言を行っております。今後も独立した立場から上記の専門知識・経験を当社
の経営と企業統治の強化に活かしていただくこと期待しております。
　当社の取締役選任基準も十分満たしており、引き続き社外取締役候補者といたしました。

（注）１．候補者日比野晃久氏は、有限会社ハイビーノの取締役社長を兼務しており、同社は当社株式数の
35.5%（自己株式を控除して算出した比率）を有する大株主であります。なお、当社と同社との間に
は、特別の利害関係はありません。

２．候補者高野芳裕氏は、株式会社オフィックスの取締役を兼務しており、当社は同社との間に資金の貸
付等の取引があります。

３．その他の候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
４．2026年5月22日開催の取締役会において、2026年6月1日付（予定）で、代表取締役社長 日比野晃

久氏は代表取締役会長に、代表取締役副社長 吉松聡氏は代表取締役社長に就任することが決議され
ております。

５．社外取締役候補者金子基宏氏に関する特記事項は次のとおりであります。
⑴　社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について

金子基宏氏の社外取締役在任期間は、本総会の終結の時をもって５年であります。
⑵　当社は金子基宏氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届出しております。同

氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。

－ 14 －
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取締役選任議案

⑶　当社と金子基宏氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第
１項に定める最低責任限度額としております。同氏が再任された場合は、同氏との間で当該契約を
継続する予定であります。

６．社外取締役候補者山口孝太氏に関する特記事項は次のとおりであります。
⑴　社外取締役候補者が社外取締役に就任してからの年数について
　　山口孝太氏の社外取締役在任期間は、本総会の終結の時をもって３年であります。
⑵　当社は山口孝太氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届出しております。同

氏が再任された場合は、当社は引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
⑶　当社と山口孝太氏は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第
１項に定める最低責任限度額としております。同氏が再任された場合は、同氏との間で当該契約を
継続する予定であります。

７．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して
おり、当社取締役を含む被保険者の業務につき行った行為に起因して保険期間中に被保険者に対して
損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害を当該保険契約によって塡補することとし
ております。ただし、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害は塡
補されない等、一定の免責事由があります。各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険
契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定して
おります。

８．当社は、監査役会設置会社でありますが、取締役会の諮問機関として任意の指名委員会及び報酬委員
会を設置しております。

９．「所有する当社の株式数」は、2026年３月31日現在における各候補者の所有株式数を記載しており
ます。

－ 15 －
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監査役選任議案

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

再任

もり

森
 

 
 

　
 

 
 

 
 

　
 

 　
か つ

勝 
 

　
 

 
ゆき

之
(1962年４月15日)

所有する当社の株式数
665株

    1986年    4 月 ㈱三和銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀行）入行
    2013年    5 月 ㈱三菱東京UFJ銀行（現㈱三菱ＵＦＪ銀行）船橋支社支社長
    2015年    4 月 同行人事部付本部審議役
    2015年    7 月 当社総務事業企画本部事業企画部担当部長
    2016年    12月 当社内部監査室室長
    2021年    ６月 当社補欠監査役
    2022年    6 月 当社常勤監査役（現任）

監査役候補者とした理由
　当社内部監査室室長を経て、2022年から常勤監査役として、金融機関で培った財務・会計の知識と豊富
な経験に基づく監査を適切に行っております。
　これらの経験及び実績により、引き続き監査役としての職務を遂行できるものと判断し、監査役候補者
といたしました。

第２号議案　監査役１名選任の件
　監査役森勝之氏は、本総会の終結の時をもって任期満了となりますので、監査役１名の選任をお願
いしたいと存じます。
　また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１．候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、当社監査役を含む被保険者の業務につき行った行為に起因して保険期間中に被保険者に対して
損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害を当該保険契約によって塡補することとし
ております。ただし、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害は塡
補されない等、一定の免責事由があります。候補者が監査役に選任され就任した場合は、当該保険契
約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定してお
ります。

３．「所有する当社の株式数」は、2026年３月31日現在における候補者の所有株式数を記載しておりま
す。
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ご参考　取締役選任基準

（ご参考）
取締役の選任基準及び選任手続きについて

1．取締役の指名を行うに当たっての方針
取締役候補者については、その役割・責務を果たすに相応しい人格・見識・能力・経験・実績

等を備え、当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上に貢献できる者を選任及び指
名する。

2．取締役の選任基準
(1)　優れた人格・見識を有し、善管注意義務や忠実義務を適切に果たす者であること
(2)　経営感覚に優れ、経営の諸問題に精通していること
(3)　先見性・洞察力に優れていること
(4)　高い倫理観を保持していること
(5)　当社グループ全体の企業価値向上の観点から積極的に忌憚のない意見を述べつつも、他の取

締役との間で健全な信頼関係を構築し、当社発展に貢献しうること
(6)　独立社外取締役については「社外役員の独立性判断基準」も満たすものとし、他社での経営

経験を有する者を含めること
(7)　各取締役の有する多様な経験と見識をもって、取締役会全体の機能を補完し、取締役会全体

として受託者責任を果たせるように構成すること

3．取締役の選任手続き
(1)　取締役の選任は、当社定款第20条の定めにより株主総会の決議によるものとし、株主総会

に提案する取締役候補者は代表取締役社長が選任基準に基づき候補者を選考のうえ、指名
委員会に諮問する

(2)　指名委員会は代表取締役社長から諮問を受けた候補者について審議を行い、取締役会に対し
て答申を行う

(3)　取締役会は、指名委員会の答申を踏まえ審議し、取締役候補者を決定する
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ご参考　スキルマトリックス

氏　　名 地　　位

専 門 性 と 経 験 （ ス キ ル ）

企業経営
事業戦略

マーケティング

当社事業
業界経験

財務会計 法務
ESG

SDGs
組織人事

IT
DX
※1

海外事業

日比野　晃久
代表取締役

会長※2
● ● ● ● ● ● ●

吉松　聡
代表取締役

社長※2
● ● ● ● ● ● ● ● ●

芋川　淳一
取締役

常務執行役員
● ● ● ● ● ●

久野　慎幸
取締役

常務執行役員
● ● ● ● ● ●

井澤　孝
取締役

常務執行役員
● ● ● ● ●

高野　芳裕
取締役

常務執行役員
● ● ● ● ● ● ●

社　外 独立役員

金子　基宏

　
社外取締役 ● ● ● ● ● ●

社　外 独立役員

山口　孝太

　
社外取締役 ● ● ● ●

森　勝之 常勤監査役 ● ● ● ● ●

社　外 独立役員

唯木　誠

　
社外監査役 ● ●

社　外 独立役員

新田　信行

　
社外監査役 ● ● ● ● ●

（ご参考）
株主総会後の取締役及び監査役の専門性・経験（スキル・マトリックス）

本総会において第１号議案及び第２号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役及び監査役
の専門性と経験（スキル・マトリックス）は以下のとおりであります。

各人が有する専門性・経験のうち、取締役会等で能力発揮が期待される項目を表しています。各人の有する全ての知見や経
験を表すものではありません。
※1.当社は、CIO（執行役員）を設置し、一定の執行権限を委譲しスピード感を持ってIT戦略、DXを推進しています。
　2.2026年5月22日開催の取締役会において、2026年6月1日付（予定）で、代表取締役社長 日比野晃久氏は代表取締役会

長に、代表取締役副社長 吉松聡氏は代表取締役社長に就任することが決議されております。

－ 18 －
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補欠監査役選任議案

候 補 者
番 号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略 歴 、 地 位 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

１

す

須 
 

　 
が

賀 
 

　 
こう

幸 
 

　 
き

喜
(1966年７月20日)

所有する当社の株式数
－株

    2002年    3 月 当社入社
    2010年    7 月 当社ヒビノGMC経営企画本部経理財務部部長
    2020年    1 月 当社ヒビノGMC財務グループ担当グループ長
    2022年    1 月 当社内部監査室担当部長
    2022年    6 月 当社内部監査室室長（現任）

補欠の監査役候補者とした理由
　財務・会計に関する知識と豊富な経験を当社の監査に活かすことができると判断し、補欠の監
査役候補者といたしました。

２

社外

じ

自 
 

　 
かん

閑 
 

　 
ひろ

博 
 

　 
み

巳
(1952年２月５日)

所有する当社の株式数
－株

    1970年    ４月 札幌国税局入局
    1998年    8 月 税理士登録、自閑博巳税理士事務所開設（現任）
    2002年    6 月 当社社外監査役
    2004年    6 月 ㈱アミューズキャピタル監査役（現任）

補欠の社外監査役候補者とした理由
　税務に関する専門的知識と、企業会計・企業統治を含む幅広い見識を当社の監査に活かしてい
ただくことを期待して、補欠の社外監査役候補者といたしました。
　なお、同氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社経営に関与された経験はありませ
んが、国税局・税務署における長年の経験から、また現在は税理士として、税務・企業会計等に
ついて相当程度の知見を有しており、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判
断しております。

第３号議案　補欠監査役２名選任の件
　現在の補欠監査役の選任の効力は、本総会の開始の時までとされておりますので、改めて監査役が
法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、常勤監査役の補欠として須賀幸喜氏及び社外監査役
の補欠として自閑博巳氏の選任をお願いしたいと存じます。
　なお、補欠監査役の選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、取締役会の決議により
その選任を取り消すことができるものとさせていただきます。
　また、本議案の提出につきましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
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補欠監査役選任議案

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２．当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、当社監査役を含む被保険者の業務につき行った行為に起因して保険期間中に被保険者に対して
損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害を当該保険契約によって塡補することとし
ております。ただし、被保険者が法令に違反することを認識しながら行った行為に起因する損害は塡
補されない等、一定の免責事由があります。各候補者が監査役に就任した場合は、当該保険契約の被
保険者に含められることとなります。

３．「所有する当社の株式数」は、2026年３月31日現在における各候補者の所有株式数を記載しており
ます。

以　上
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事業の状況

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで）
事　 業　 報　 告

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果により、緩

やかな回復が続きました。ただし、物価上昇やアメリカの通商政策の影響による下振れリスク
をはじめ、金融資本市場の変動等の影響が懸念され、先行きが見通せない状況にあります。

このような状況のもと当社グループは、中期経営計画「ビジョン2025」（2023年３月期
～2026年３月期）に基づき、グループビジョン「世界のヒビノへ」の実現に向けた取り組み
を進めました。中期経営方針として「持続的成長を可能とする経営体質の構築」及び「健全経
営の確立」の２つを掲げ、「ハニカム型経営」と「イノベーション」を成長戦略の柱としてい
ます。M&Aも活用しながら新領域の開拓を進めるとともに、「適正な利益」「財務の安定」
「人的資本の向上」の健全経営サイクルの確立を目指しました。

その一環として、第１四半期には、シンガポールの音響・映像機器の販売施工会社
Spectrum Audio Visual Pte. Ltd.を連結子会社化しました。

当連結会計年度の売上高は、M&Aに伴う新規連結及び連結範囲の拡大に加え、各事業が堅
調に推移したことから、すべてのセグメントで前連結会計年度を上回り、過去最高を更新しま
した。利益面では、とりわけコンサート・イベントサービス事業が、大阪・関西万博やジャパ
ンモビリティショー等の大規模イベント需要及びコンサート市場の活況を背景に伸長し、グル
ープ全体の利益を大きく押し上げました。これにより、営業利益、経常利益、親会社株主に帰
属する当期純利益は、いずれも計画及び前連結会計年度を上回り、過去最高を更新しました。

これらの結果、売上高67,603百万円（前連結会計年度比13.7％増）、営業利益5,066百万
円（同21.4％増）、経常利益5,062百万円（同29.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利
益3,054百万円（同77.3％増）となりました。

当連結会計年度をもって終了した中期経営計画「ビジョン2025」では、計画期間中に６件
（21社）のM&Aを実施し、国内外の事業基盤を強化したほか、大阪・関西万博や長崎スタジ
アムシティをはじめとする大規模プロジェクトにおいてグループ総合力を発揮しました。自律
的成長とM&Aの両輪により事業規模を拡大し、売上高は2022年３月期と比べ25,177百万円
増加しました。グローバル展開においては、オーストラリア及びシンガポールでのM&Aを通
じて、アジア・オセアニア地域における販売施工事業の展開を加速させ、海外売上高は2022
年３月期と比べ6,807百万円増加し、12,033百万円（海外売上高比率17.8％）となりまし
た。また、新規事業として、オフィス家具・オフィス空間分野及び映像制作分野に参入し、事
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事業の状況

業ポートフォリオの拡充を図りました。利益面では、収益性の改善が進み、営業利益、経常利
益、親会社株主に帰属する当期純利益はいずれも目標を達成し、過去最高を更新しました。加
えて、自己資本比率は31.6％となり、目標の30％を達成するなど、財務健全性も向上しまし
た。

②　セグメント別概要
［販売施工事業］

販売施工事業は、国内において、前連結会計年度に計上した大型案件の反動があったもの
の、LEDディスプレイ・システムの販売では、スタジアム・アリーナや都市部ランドマークの
街頭ビジョン、商業施設、駅構内向けなど幅広い需要を取り込み、好調に推移しました。ま
た、業務用音響・映像機器等の輸入販売及び施工では、放送局やホール向けの大型案件を計上
しました。

海外では、第１四半期において、韓国子会社間の合併を実施し、業務効率化とコスト削減を
進めています。また、シンガポールのSpectrum Audio Visual Pte. Ltd.を連結子会社化しま
した。さらに、前連結会計年度の第４四半期から連結対象としたオーストラリアのInSight 
Systemsグループの業績が期初から寄与したことから、アジア・オセアニア地域における売上
規模は拡大しました。

利益面では、販売価格の適正化や採算管理の徹底に継続的に取り組んだことに加え、案件構
成の変化もあり、売上総利益率は改善基調にありますが、前連結会計年度に計上した高収益の
大型案件の反動が大きく、セグメント利益は減少しました。

これらの結果、売上高32,690百万円（前連結会計年度比7.1％増）と過去最高を更新し、セ
グメント利益1,098百万円（同48.0％減）となりました。

（参考資料：主な案件）
■ TOYOTA ARENA TOKYO　LEDディスプレイ・システム
■ 東京都内スタジアム　リボンビジョン　LEDディスプレイ・システム
■ 渋谷スクランブルスクエア　LEDディスプレイ・システム
■ パナソニック スタジアム 吹田　LEDディスプレイ・システム
■ 株式会社京都放送　ラジオ中継システム他音声設備
■ 苫小牧市民文化ホール ART CUBES　グランドホール、マルチホール等　音響・映像設備
■ 板橋区立文化会館　難聴者用設備
■ 東京都立大学　講堂（大ホール、小ホール）音響設備
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事業の状況

［建築音響施工事業］
建築音響施工事業は、メディア・コンテンツ関連や製造業等の顧客による設備投資の活発

化、都市再開発の進展を背景に、スタジオ、音響実験室、ホールの新設・改修計画が複数進行
し、同事業の中核である建築音響施工が引き続き高水準を維持しました。電磁波シールド施工
については、機密性要件の高い特定領域において継続的な受注を確保しました。また、騒音対
策施工については、データセンターの新設等に伴う需要拡大に加え、清掃工場や製造業向け案
件も堅調に推移しました。これら新規案件や追加工事の積み上げにより、売上高は過去最高を
更新しました。

利益面では、工事内容の変更等に応じた採算管理や原価低減に取り組んだことなどから、前
連結会計年度に計上した高収益の大型案件の反動を吸収し、セグメント利益は前連結会計年度
と同水準を維持しました。

これらの結果、売上高11,628百万円（前連結会計年度比9.7％増）、セグメント利益1,026
百万円（同0.4％減）となりました。

（参考資料：主な案件）
■ DAIKEN株式会社　音環境ラボラトリー　残響室、無響室等　設計・施工
■ TOHOスタジオ株式会社　試写室、ダビングステージ1　設計・施工
■ 株式会社TREE Digital Studio　MA室「P.Audio Suite-811」設計・施工
■ NHK川口施設（仮称）東棟　スタジオ、防音壁　設計・施工
■ 市民会館うらわ（Urawa U Hall）ホール、スタジオ　設計・施工
■ 第2期君津地域広域廃棄物処理施設　サイレンサー・吸音工事　設計・施工
■ 白井データセンターキャンパス　防音壁　設計・施工
■ 羽村ビルディングⅠ　サイレンサー・ルーバー・防音壁　設計・施工
■ 株式会社中海テレビ放送　スタジオ　設計・施工
■ 福岡県警察篠栗合同庁舎　合奏室等　設計・施工
■ 愛知県立明和高等学校　音楽棟　レッスン室・練習室　設計・施工
■ 新名神高速道路 枚方トンネル工事用プラント防音BOX向け防音パネル　販売
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事業の状況

［コンサート・イベントサービス事業］
コンサート・イベントサービス事業は、主力のコンサート市場において、スタジアム公演や

ドームツアーを含む大型案件が相次ぎ、音響・映像ともに活発な稼働が続きました。また、大
阪・関西万博においては、複数のパビリオンや関連施設、イベント向けに大型映像・音響サー
ビスを提供しました。さらに、ジャパンモビリティショーや自動車メーカーのグローバルイベ
ントといった企業イベント案件が集中しました。これら一連の大型案件の獲得により、売上高
は過去にない水準となり、セグメント利益も過去最高を更新し、グループ全体の利益を大きく
押し上げました。

なお、当社グループにおいて映像制作を担うCHグループ11社のうち、前連結会計年度の第
２四半期より連結対象とした３社に加え、新たに当連結会計年度の第１四半期より連結範囲に
含めた３社を合わせ、計６社を連結しています。

これらの結果、売上高21,342百万円（前連結会計年度比22.2％増）、セグメント利益
4,231百万円（同71.4％増）となりました。

（参考資料：主な案件）
■ 大阪・関西万博　NTTパビリオン／日本館（日本館展示等コンソーシアム共同企業体）／小山薫堂シグ

ネチャーパビリオン「EARTH MART」／三菱未来館／その他パビリオン・施設・イベント
■ Japan Mobility Show 2025　トヨタ／センチュリー／日産／スバル／BYD
■ WORLD ARIGATO FEST. 2025
■ Snow Man　スタジアムツアー／ドームツアー
■ Vaundy　ホールツアー／ドームツアー
■ 乃木坂46　アリーナコンサート／スタジアムコンサート／アリーナツアー
■ WEST.　アリーナツアー／ドームコンサート
■ なにわ男子　アリーナツアー／ドームツアー
■ SUPER BEAVER　スタジアムコンサート／ホールツアー／アリーナツアー
■ King Gnu　アリーナツアー
■ TOMORROW X TOGETHER　アリーナツアー／ドームツアー
■ MISIA　アリーナツアー他
■ B'z　アリーナコンサート／ドームツアー／ホールコンサート
■ UVERworld　ドームコンサート／アリーナツアー／ライブハウスツアー
■ 矢沢永吉　ドームコンサート／アリーナツアー
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事業の状況

［その他の事業］
その他の事業は、前第２四半期連結会計期間より新たに追加された報告セグメントでありま

す。
当連結会計年度は、売上高1,942百万円（前連結会計年度比116.1％増）、セグメント利益

59百万円（前連結会計年度はセグメント損失18百万円）となりました。

③　設備投資の状況
当連結会計年度において実施いたしました設備投資の総額は2,732百万円であり、その主な

内容は、当社のコンサート・イベントサービス事業における映像機材（LEDディスプレイ・シ
ステム）の取得等であります。

④　資金調達の状況
当連結会計年度において、増資及び社債発行等の資金調達は行っておりません。

⑤　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
該当事項はありません。

⑥　他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑦　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
当社連結子会社のSama Sound Inc.とSama D&I Co.,Ltd.は、2025年４月１日を効力発生

日として、Sama Sound Inc.を存続会社とする吸収合併を行いました。

⑧　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
当社は2025年４月１日にSpectrum Audio Visual Pte. Ltd.の株式75％を取得し、連結子

会社といたしました。
当社は2025年10月１日に連結子会社である株式会社Cerevoの株式20％を追加取得し、完

全子会社といたしました。
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財産及び損益の状況

項　目 第  6 0  期
2 0 2 2 年 度

第  6 1  期
2 0 2 3 年 度

第  6 2  期
2 0 2 4 年 度

第  6 3  期
2 0 2 5 年 度

売 上 高 (百万円) 41,922 50,491 59,473 67,603

経 常 利 益 (百万円) 1,400 2,951 3,924 5,062

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 (百万円) 607 1,627 1,722 3,054

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 61.37 164.00 173.49 307.93

総 資 産 (百万円) 36,864 40,829 44,112 44,470

項　目 第  6 0  期
2 0 2 2 年 度

第  6 1  期
2 0 2 3 年 度

第  6 2  期
2 0 2 4 年 度

第  6 3  期
2 0 2 5 年 度

売 上 高 (百万円) 17,195 21,220 22,989 26,157

経 常 利 益 (百万円) 695 2,304 2,498 4,267

当 期 純 利 益 (百万円) 432 946 1,056 3,314

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ( 円 ) 43.68 95.42 106.40 334.12

総 資 産 (百万円) 27,726 29,189 33,493 31,968

⑵　財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

②　当社の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。
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重要な親会社及び子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率
（注１） 主 要 な 事 業 内 容

ヒビノインターサウンド
株式会社 40百万円 100％ ・業務用音響・映像機器の販売・システム設

計・施工・メンテナンス

株式会社エレクトリ 60百万円 100％
・業務用音響・映像・制御機器の販売・システ

ム設計・施工・メンテナンス
・コンシューマー用音響機器の販売

ヒビノグラフィックス株式
会社
（注２）

50百万円 100％ ・業務用映像機器の販売・システム設計・施
工・メンテナンス

ヒビノスペーステック
株式会社 35百万円 100％ ・業務用音響・映像機器の販売・システム設

計・施工・メンテナンス

日本音響エンジニアリング
株式会社 30百万円 100％

・建築音響に関する設計・施工
・音響製品の開発・製造・販売
・音・振動に関するコンサルティング・調査・

測定

日本環境アメニティ株式会社 90百万円 100％
・建築音響に関する設計・施工
・音響製品の開発・製造・販売
・音・振動に関するコンサルティング・調査・

測定

ヒビノメディアテクニカル
株式会社 35百万円 100％

・イベント用映像システム・音響システムの企
画立案・レンタル・オペレート

・イベントの企画立案・運営・コンサルティング
・音響・映像・システム関連のオペレーター及

びエンジニアの人材派遣

株式会社オフィックス 10百万円 90％ ・オフィス家具の販売
・オフィス空間の設計・施工

⑶　重要な親会社及び子会社の状況（2026年３月31日現在）
①　親会社の状況

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況
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重要な親会社及び子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率
（注１） 主 要 な 事 業 内 容

Sama Sound Inc.
（注３） 10百万韓国ウォン 67％ ・業務用及びコンシューマー用音響機器の販売

InSight Systems
Holdings Pty Ltd
（注４）

４百万豪ドル 80％ ・豪州子会社の管理・統括

InSight Systems
Unit Trust 10豪ドル 80％ ・業務用音響・映像機器の販売・システム設計

施工・メンテナンス

Spectrum Audio
Visual Pte. Ltd.
（注５）

２百万シンガ
ポールドル 75% ・業務用音響・映像機器の販売・システム設

計・施工・メンテナンス

(注) １．議決権比率欄は、当社保有割合及び子会社が有する間接保有割合の合計を記載しております。議決権
比率は小数点第１位以下を四捨五入して表示しております。

２．株式会社エヌジーシーは、2025年7月1日付でヒビノグラフィックス株式会社に商号を変更いたしま
した。

３．当社連結子会社のSama Sound Inc.とSama D&I Co.,Ltd.は、2025年４月１日を効力発生日とし
て、Sama Sound Inc.を存続会社とする吸収合併を行いました。

４．InSight Systems Holdings Pty Ltdの資本金の額は百万通貨単位未満を切り捨てて表示しておりま
す。

５．2025年４月1日にSpectrum Audio Visual Pte. Ltd.の株式75%を取得し、同社を連結子会社化とい
たしました。

６．上記12社は、売上高等を参考に選定しております。

③　特定完全子会社の状況
該当事項はありません。
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対処すべき課題

⑷　対処すべき課題
当社グループを取り巻く経営環境は、米国の通商政策をめぐる不確実性、国際紛争・地政学リ

スクの高まり、アジア・オセアニア地域の経済成長、為替変動や物価上昇、デジタル化・AI活用
の進展などにより、複雑さを増しています。一方で、スタジアム・アリーナ整備、都市再開発、
大阪IR計画の進展、大型国際イベントの国内開催、データセンター整備、メディア・コンテンツ
分野の投資拡大、快適な音環境への関心、リアルな場で得られる体験価値への期待など、当社グ
ループの事業機会は広がっています。

このような状況のもと、当社グループは、2027年３月期から2029年３月期までの３ヵ年を
対象とする新中期経営計画「Beyond 1000」を策定しました。
［中期経営計画「Beyond 1000」概要］
①　期間

2027年３月期から2029年３月期
②　中期経営方針

「健全経営2.0による持続的成長の実現」
「成長力と収益力の強化」「財務の安定」「従業員の安心と人的資本の向上」の健全経営サ

イクルを回し、強固な経営基盤を構築することで、持続的成長を実現します。
③　成長戦略

「ハニカム型経営の進化による事業の創造と革新」
M&Aも活用しながら、外部環境の変化に強い事業ポートフォリオを構築し、ナンバーワ

ン、オンリーワンの製品・商品・サービスを持つ事業の集合体を形成します。
④　重要な経営課題

イ．既存事業領域の強化
市場シェア30％水準を見据えた競争優位を確立し、業界トップポジションを追求しま

す。また、重点育成事業領域として、システムエンジニアリング、映像機器販売、騒音対策
等を強化するとともに、Hibino.comを軸としたEC・オンラインビジネスの展開、大阪・関
西エリアにおける事業基盤の強化を進めます。

ロ．新規事業領域の拡大
音と映像にとどまらない新領域を開拓し、事業ポートフォリオの強靭化を図ります。ま

た、アジア・オセアニア地域を起点としたグローバル展開の強化に向け、M&Aを通じた拠
点網の拡大と、拠点間連携による営業・技術・商材面での相互展開を推進します。

ハ．グループ連携による価値創造
営業開発体制の強化や株式会社梓設計をはじめとする外部連携先との協業により、企画・

設計段階からの参画を拡大し、スタジアム・アリーナ、都市再開発、大阪IR、国際園芸博覧
会等の大型案件の獲得を目指します。また、製品・商品・サービスのラインアップ拡充、
AV&ITシステムのライフサイクルマネジメント強化、ソフトとハードを組み合わせた一体提
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対処すべき課題

案を進め、AV&ITのトータル・ソリューションを高度化します。
ニ．事業変革の推進

イノベーション活動を通じて、現場・顧客起点の提案を促進し、事業変革を担う人材・組
織力を強化します。また、AI・デジタル技術を活用し、事業創出と業務改革を支えるIT基盤
の強化を進めます。

ホ．サステナビリティ経営の深化
４つのマテリアリティである「世界中に音と映像を届ける」「脱炭素社会への貢献」「健

康で働きがいのある職場環境の構築」「安全・安心な社会の実現」に基づき、事業を通じた
社会課題の解決と持続可能な成長を実現します。

⑤　財務目標
売上高　（2029年３月期）：1,000億円（海外売上高比率30％）
経常利益（2029年３月期）：70億円
自己資本比率　　　　　　  ：35％以上、目標40％
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使用人の状況、主要な借入先、その他企業集団の現況に関する重要な事項

事 業 区 分 使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減
販 売 施 工 事 業 804名 93名増
建 築 音 響 施 工 事 業 253 4名増
コンサート・イベントサービス事業 650 40名増
そ の 他 の 事 業 23 －
全 社 （ 共 通 ） 99 5名減
合 計 1,829 132名増

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
653名 21名増 44歳9ヶ月 14年7ヶ月

⑸　使用人の状況（2026年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、契約社員、準社員及び長期アルバイトを含んでおります。
②　当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業人員であり、契約社員、準社員及び長期アルバイトを含んでおります。

借 入 先 借 入 額
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 4,405百万円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,932
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,507
株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 721
株 式 会 社 横 浜 銀 行 687

⑹　主要な借入先の状況（2026年３月31日現在）

⑺　その他企業集団の現況に関する重要な事項
①　取得による企業結合
　株式会社アセントの株式の取得（連結子会社化）
　当社は、2026年２月25日開催の取締役会において、業務用音響・映像・照明機器等の販売施工事業
を営む株式会社アセントの発行済株式の100％を取得し、連結子会社化することについて決議しまし
た。同日付で同社株主との間で株式譲渡契約を締結し、2026年４月１日に当該株式の取得手続きを完了
して、連結子会社としました。
　内容の詳細につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（https://www.hibino.co.jp/ir/stocks/assembly.html）及び株主総会資料掲載ウェブサイト
（https://d.sokai.jp/2469/teiji/）に掲載の「第63回定時株主総会招集ご通知に際してのその他の電
子提供措置事項（交付書面省略事項）」の連結計算書類の連結注記表「重要な後発事象に関する注記」
（取得による企業結合）及び計算書類の個別注記表「重要な後発事象に関する注記」（取得による企業
結合）をご参照ください。
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　株式会社フォトロン企画の株式の取得（連結子会社化）
　当社は、2026年３月26日開催の取締役会において、株式会社フォトロンの映像システム事業本部が
営む業務用映像機器等の販売施工事業を譲り受けることを目的として、株式会社フォトロンが新たに設
立し、当該事業を吸収分割により承継する株式会社フォトロン企画の発行済株式の100％を取得し、子
会社化することを決議いたしました。併せて、株式会社フォトロンの完全子会社であり、業務用映像・
音響機器等の販売事業を営む株式会社メディア・ソリューションズについても、本件株式譲渡実行まで
に株式会社フォトロン企画に譲渡される予定であることから、子会社化することを決議し、同日付で株
式譲渡契約を締結いたしました。
　内容の詳細につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（https://www.hibino.co.jp/ir/stocks/assembly.html）及び株主総会資料掲載ウェブサイト
（https://d.sokai.jp/2469/teiji/）に掲載の「第63回定時株主総会招集ご通知に際してのその他の電
子提供措置事項（交付書面省略事項）」の連結計算書類の連結注記表「その他（追加情報）」（取得に
よる企業結合）及び計算書類の個別注記表「その他（追加情報）」（取得による企業結合）をご参照く
ださい。

　ソノーラテクノロジー株式会社の株式の取得（連結子会社化）
　当社は、2026年４月28日開催の取締役会において、無響室・防音室メーカーであるソノーラテクノ
ロジー株式会社の株式を取得し、連結子会社化することについて決議し、同日付で同社株主との間で株
式譲渡契約を締結いたしました。
　内容の詳細につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（https://www.hibino.co.jp/ir/stocks/assembly.html）及び株主総会資料掲載ウェブサイト
（https://d.sokai.jp/2469/teiji/）に掲載の「第63回定時株主総会招集ご通知に際してのその他の電
子提供措置事項（交付書面省略事項）」の連結計算書類の連結注記表「重要な後発事象に関する注記」
（取得による企業結合）及び計算書類の個別注記表「重要な後発事象に関する注記」（取得による企業
結合）をご参照ください。

②　株式譲渡による連結子会社の異動
　当社は、2026年２月25日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社Cerevoの発行
済株式のすべてを譲渡することを決議し、同日付で株式譲渡契約を締結し、2026年４月1日に譲渡が完
了しました。これにより、株式会社Cerevoは連結子会社から除外されることになります。
　内容の詳細につきましては、法令及び当社定款第16条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェ
ブサイト（https://www.hibino.co.jp/ir/stocks/assembly.html）及び株主総会資料掲載ウェブサイト
（https://d.sokai.jp/2469/teiji/）に掲載の「第63回定時株主総会招集ご通知に際してのその他の電
子提供措置事項（交付書面省略事項）」の連結計算書類の連結注記表「重要な後発事象に関する注記」
（株式譲渡による連結子会社の異動）及び計算書類の個別注記表「重要な後発事象に関する注記」（株
式譲渡による連結子会社の異動）をご参照ください。
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①　発行可能株式総数 34,000,000株
②　発行済株式の総数 10,265,480株

③　株主数 6,261名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 ハ イ ビ ー ノ 3,520千株 35.5%

日 比 野 　 晃 久 704 7.1%

ヒ ビ ノ 従 業 員 持 株 会 413 4.2％

株 式 会 社 日 本 カ ス ト デ ィ 銀 行 （ 信 託 口 ） 378 3.8%

日 比 野 　 宏 明 270 2.7％

日 比 野 　 純 子 234 2.4%

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 208 2.1%

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 200 2.0%

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 200 2.0%

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 179 1.8%

株 式 数 交 付 対 象 者 数
取締役（社外取締役を除く） 8,732株 ６名

２．会社の現況
⑴　株式の状況（2026年３月31日現在）

（注）発行済株式の総数には自己株式(350,322株)を含んでおります。

④　大株主（上位10名）

（注）１．持株数は千株未満を切り捨て、持株比率は小数点第２位以下を四捨五入して表示しております。
２．当社は自己株式（350,322株）を保有していますが、上記大株主からは除いております。
３．持株比率は自己株式（350,322株）を控除して計算しております。

⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）1．当社の株式報酬（非金銭報酬）の内容につきましては、後記36頁「2．(2)③　取締役及び監査役
の報酬等」に記載しております。

２．取締役（社外取締役を除く）に交付した株式は譲渡制限付株式報酬として交付されたものです。
３．社外取締役及び監査役（社外監査役を含む。）には上記株式報酬（非金銭報酬）を付与していませ

ん。
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⑥　その他株式に関する重要な事項
2026年４月28日開催の取締役会決議により、2026年10月１日付で普通株式１株を２株に株式分割を
行います。これにより発行済株式総数は10,265,480株増加し、20,530,960株となります。
また、会社法第184条第２項の規定に基づき2026年10月１日をもって当社定款第６条を変更し、発行
可能株式総数は34,000,000株増加し、68,000,000株となります。上記①,②,④,⑤の株式数につきま
しては、基準日が2026年3月31日であるため、当該株式分割前のものとなっております。

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 日 比 野 　 晃 　 久
指名委員会委員
報酬委員会委員
有限会社ハイビーノ取締役社長

代 表 取 締 役 副 社 長 吉 松 　 聡

指名委員会委員
報酬委員会委員
Hibino Asia Pacific Limited董事長
Hibino USA, Inc. 取締役
Hibino Europe B.V. 取締役

取締役　常務執行役員 芋 川 淳 一

コンサート・イベントサービス事業ヒビノビジュアルグルー
プ担当
株式会社テクノハウス取締役（非常勤）
CHホールディングス株式会社取締役（非常勤）
ヒビノシグマライズ株式会社取締役（非常勤）
Hibino USA, Inc.取締役
H&X Technologies, Inc.取締役

取締役　常務執行役員 久 野 慎 幸

販売施工事業、建築音響施工事業担当
ヒビノグラフィックス株式会社取締役（非常勤）
株式会社Cerevo取締役（非常勤）
ヒビノスペーステック株式会社取締役（非常勤）
日本音響エンジニアリング株式会社取締役（非常勤）
InSight Systems Holdings Pty Ltd取締役

取締役　常務執行役員 井 澤 　 孝 コンサート・イベントサービス事業ヒビノサウンドグループ
担当

取締役　常務執行役員 高 野 芳 裕

ヒビノＧＭＣ担当
関連当事者取引等検証委員会委員
ヒビノスペーステック株式会社取締役（非常勤）
日本環境アメニティ株式会社取締役（非常勤）
CHホールディングス株式会社取締役（非常勤）
株式会社オフィックス取締役（非常勤）

⑵　会社役員の状況
①　取締役及び監査役の状況（2026年３月31日現在）
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地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 金 子 基 宏

指名委員会委員長
報酬委員会委員長
関連当事者取引等検証委員会委員長
中央日本土地建物株式会社顧問
株式会社ハニーズホールディングス社外取締役（監査等委
員）

取 締 役 山 口 孝 太

指名委員会委員
報酬委員会委員
関連当事者取引等検証委員会委員
木村・多久島・山口法律事務所パートナー
GLP投資法人監督役員
株式会社平和社外取締役
トグルホールディングス株式会社社外監査役

常 勤 監 査 役 森 　 勝 之

監 査 役 唯 木 　 誠 唯木誠税理士事務所代表

監 査 役 新 田 　 信 行

（注）１．取締役金子基宏氏及び取締役山口孝太氏は社外取締役であります。
２．監査役唯木　誠氏及び監査役新田信行氏は社外監査役であります。
３．監査役森　勝之氏は、金融機関での長年の勤務経験及び当社内部監査室室長としての経験を有してお

り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。
４．監査役唯木　誠氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するも

のであります。
５．監査役新田信行氏は、金融機関の執行役員等としての経験を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。
６．当社は取締役金子基宏氏、取締役山口孝太氏、監査役唯木　誠氏及び監査役新田信行氏を株式会社東

京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
７．当社は、監査役会設置会社でありますが、取締役会の諮問機関として任意の指名委員会及び報酬委員

会を設置しております。
８．株式会社エヌジーシーは、2025年７月１日付でヒビノグラフィックス株式会社に商号を変更いたし

ました。

②　当事業年度中に退任した取締役及び監査役
　　該当事項はありません。
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区 分
対象となる

役員の員数

報 酬 等 の 種 類 別 の 総 額
報酬等の総額

基 本 報 酬 業績連動報酬 非金銭報酬

取 締 役

(うち社外取締役)

８名

(２)

177百万円

(９)

82百万円

(－)

20百万円

(－)

280百万円

(９)

監 査 役

( う ち 社 外 監 査 役)

３

(２)

17

(５)

－

(－)

－

(－)

17

(５)

合 計

( う ち 社 外 役 員 )

11

(４)

195

(15)

82

(－)

20

(－)

298

(15)

③　取締役及び監査役の報酬等
イ．当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。なお、現在当
社において使用人兼務取締役はおりません。

２．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
３．非金銭報酬の額は、譲渡制限付株式報酬として当事業年度中に費用計上した額を記載しております。

なお、当事業年度中の当社役員に対する譲渡制限付株式の交付状況は、前記33頁「２．(1)⑤　当事
業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況」に記載のとおりです。

ロ．業績連動報酬に関する事項
　業績連動報酬等に係る業績指標は「連結当期純利益」、「連結経常利益」であり、その
実績は2025年３月期の連結当期純利益が1,722百万円であり、連結経常利益が3,924百
万円であります。当該指標を選択した理由は経営成績として重要な指標であるからであり
ます。

ハ．非金銭報酬の内容
　非金銭報酬等の内容は当社の株式であり、割当ての際の条件等は「ホ．役員報酬等の内
容の決定に関する方針等」のとおりであります。また、当事業年度における交付状況は前
記33頁「2．（１）⑤　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株
式の状況」に記載しております。

ニ．取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の金銭報酬の額は、2005年６月29日開催の第42回定時株主総会において年額
300,000千円以内（ただし、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない。）と決議い
ただいております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は９名です。
　監査役の金銭報酬の額は、1991年６月22日開催の第28回定時株主総会において年額
20,000千円以内と決議いただいております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は２
名です。
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　また、取締役の非金銭報酬（譲渡制限付株式）の額は、2024年６月26日開催の第61
回定時株主総会において譲渡制限付株式報酬制度を導入し、上記の金銭報酬額とは別枠と
して、当社の取締役（社外取締役を除く。以下「対象取締役」といいます。）に対して、
譲渡制限付株式の付与のために支給する金銭報酬債権の総額を年額40,000千円以内とす
ることを決議いただいております。当該株主総会終結時点の対象取締役の員数は６名で
す。

ホ．役員報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、2024年４月24日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に

かかる決定方針を決議しております。
また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容

の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議された決定方針と整合している
ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。
⒜　取締役の個人別の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針

取締役の個人別の報酬等（基本報酬・業績連動報酬・非金銭報酬）の額又は算定方法
の決定については、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当職務における貢献度等
の評価を行うには代表取締役社長が最も適していることから、取締役会決議に基づき代
表取締役社長に決定権限を委任する。代表取締役社長は報酬委員会に原案を諮問し、答
申を踏まえて、株主総会で決定した報酬額の限度内で各取締役の個人別報酬等の額又は
算定方法を決定する。

なお、社外取締役については、監視・監督を行う役割に鑑み基本報酬としての金銭報
酬のみとする。

⒝　基本報酬に関する方針
取締役の基本報酬（金銭報酬）は、月齢報酬として、役位毎の役割のほか世間水準及

び経営内容、社員給与とのバランスを考慮して適切な水準を定めることを基本とする。
社外取締役の基本報酬（金銭報酬）は月例報酬とし、優秀な人材の確保並びに独立役

員としての監視・監督機能を有効に機能させること等を考慮して相当な水準を定めるこ
とを基本とする。

代表取締役社長は報酬委員会に原案を諮問し、答申を踏まえて、株主総会で決定した
報酬額の限度内で各取締役の個人別報酬（基本報酬）の額又は算定方法を決定すること
とする。

⒞　業績連動報酬等に関する方針
当社の対象取締役の業績連動報酬（金銭報酬）は、月例の基本報酬（金銭報酬）に加

算させることにより支給することとする。業績連動報酬等に係る業績指標の内容は、経
営成績として「連結当期純利益」、「連結経常利益」が重要であることから、当該指標
の目標に対する達成度合等に基づくものとする。

なお、評価対象期間における「連結当期純利益」、「連結経常利益」の目標に対する
達成度合等を踏まえて、６月に臨時報酬を支給する場合がある。

代表取締役社長は報酬委員会に原案を諮問し、答申を踏まえて、株主総会で決定した
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株式の状況、会社役員の状況

報酬額の限度内で各取締役の個人別報酬（当該業績連動報酬等）の額又は算定方法を決
定することとする。

⒟　非金銭報酬に関する方針
対象取締役に対して、取締役会決議に基づき金銭報酬債権を支給する。対象取締役

は、取締役会決議に基づき支給される金銭報酬債権の全部を現物出資財産として給付
し、当社の普通株式について発行又は処分を受けるものとし、これにより発行又は処分
をされる当社の普通株式の総数は年40,000株以内とする。なお、その１株当たりの払
込金額は各取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社の普通株
式の終値とし、これによる当社の普通株式の発行又は処分を受けるには、当社と対象取
締役との間で、「譲渡制限期間」、「譲渡制限の解除条件」、「無償取得事由」、「従
業員となった場合の取扱い」、「正当な理由により退任した場合の取扱い」、「組織再
編等における取扱い」の内容を含む譲渡制限付株式割当契約を締結することを条件とす
る。

対象取締役の非金銭報酬は、金銭報酬（基本報酬及び業績連動報酬）の月額報酬１か
月程度を基準とする。

代表取締役社長は報酬委員会に原案を諮問し、答申を踏まえて、株主総会で決定した
報酬額の限度内で各取締役の個人別報酬（非金銭報酬）の額、数又は算定方法を決定す
ることとする。

⒠　取締役の個人別報酬等の額に対する金銭報酬の額と非金銭報酬額等の割合の決定に関す
る方針

対象取締役の金銭報酬（基本報酬及び業績連動報酬）と非金銭報酬（譲渡制限付株式
報酬）との割合は世間水準及び経営内容を踏まえて適切な割合とすることを基本とす
る。

ヘ．取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
取締役会は、代表取締役社長であり、指名委員会委員・報酬委員会委員でもある日比野

晃久に対し各取締役の個人別の報酬（基本報酬・業績連動報酬・非金銭報酬）等の額また
は算定方法の決定を委任しております。その権限の内容は、各取締役の個人別の報酬（基
本報酬・業績連動報酬・非金銭報酬）等の額または算定方法の決定としております。委任
した理由は、世間水準及び経営内容、社員給与とのバランス等を総合的に勘案して各取締
役の担当部門について評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであり
ます。
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剰余金の配当等の決定に関する方針

⑶　剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つと認識し、経営体質を強化するため
に必要な内部留保と成果配分とのバランスを勘案しながら、安定配当を継続していくことを基本
方針としております。
　上記基本方針に基づき、当連結会計年度の業績、将来の事業展開及び経営環境の変化等を総合
的に評価した結果、当連結会計年度の配当につきましては、期末配当金を１株当たり45円00銭
とし、すでに実施しました中間配当金40円00銭と合わせ、年間配当金は１株当たり85円00銭
となります。
　当社は、2026年４月28日開催の取締役会において、2026年９月30日を基準日、2026年10
月１日を効力発生日として、普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行うことを決議しまし
た。
　次連結会計年度の配当につきましては、上記基本方針を継続し、１株当たり中間配当金45円
00銭（株式分割前）、期末配当金22円50銭（株式分割後）を予定しております。なお、株式分
割を考慮しない場合の次連結会計年度の１株当たり期末配当金は45円00銭、年間配当金は90円
00銭を予定しております。

（注）本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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連結貸借対照表

（2026年３月31日現在）
（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【 流  動  資  産 】
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
契 約 資 産
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

【 固  定  資  産 】
（ 有 形 固 定 資 産 ）
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
（ 無 形 固 定 資 産 ）
の れ ん
そ の 他
（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
退職給付に係る資産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

[27,089]
3,434

8
491

10,138
3,339
7,519
541
141
1,528
△53

[17,380]
(9,745)
2,053
5,067
753
742
685
443

(3,219)
2,252
967

(4,414)
239
129
15

2,282
1,834
△87　

【 流  動  負  債 】 [18,662]
支 払 手 形 及 び 買 掛 金 3,788
電 子 記 録 債 務 351
短 期 借 入 金 2,986
１年内返済予定の長期借入金 3,775
リ ー ス 債 務 198
未 払 法 人 税 等 1,452
前 受 金 1,404
賞 与 引 当 金 1,388
そ の 他 3,317

【 固  定  負  債 】 [10,809]
長 期 借 入 金 7,556
リ ー ス 債 務 516
退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,144
資 産 除 去 債 務 217
そ の 他 375

負 債 合 計 29,472
純 資 産 の 部

【 株  主  資  本 】 [13,407]
（ 資   本   金 ） 1,748
（ 資 本 剰 余 金 ） 2,038
（ 利 益 剰 余 金 ） 9,922
（ 自  己  株  式 ） △302

【その他の包括利益累計額】 [636]
（その他有価証券評価差額金） 60
（ 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 ） 1
（ 為 替 換 算 調 整 勘 定 ） 342
（退職給付に係る調整累計額） 232

【 非 支 配 株 主 持 分 】 [954]
純 資 産 合 計 14,997

資 産 合 計 44,470 負 債 純 資 産 合 計 44,470

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

（2025年 4 月 1 日から
2026年 3 月31日まで）

（単位：百万円）
科 目 金 額

売 上 高 67,603
売 上 原 価 43,049

売 上 総 利 益 24,554
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,488
営 業 利 益 5,066

営 業 外 収 益
受 取 利 息 12
受 取 配 当 金 15
為 替 差 益 47
固 定 資 産 売 却 益 58
受 取 補 償 金 99
そ の 他 99 333

営 業 外 費 用
支 払 利 息 290
そ の 他 45 336
経 常 利 益 5,062

特 別 損 失
関 係 会 社 整 理 損 92
関 係 会 社 株 式 評 価 損 69
減 損 損 失 6 168
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,894

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,169
法 人 税 等 調 整 額 △442 1,726
当 期 純 利 益 3,167
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 112
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 3,054

連 結 損 益 計 算 書
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連結計算書類に係る会計監査報告

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 川 久 保 孝 之
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 西 村 仁 志

独立監査人の監査報告書
2026年５月14日

ヒ ビ ノ 株 式 会 社
取 締 役 会 御 中

東陽監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ヒビノ株式会社の2025年４月１日から2026年３
月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、ヒビノ株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我
が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従
って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
１. 　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は2026年２月25日開催の取締役会におい
て、株式会社アセントの株式を取得し連結子会社化することについて決議し、同日付で株式譲渡契約を締
結している。2026年４月１日に当該株式の取得手続きを完了し、同社を連結子会社としている。

　　　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
２. 　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は2026年４月28日開催の取締役会におい
て、ソノーラテクノロジー株式会社の株式を取得し連結子会社化することについて決議し、同日付で株式
譲渡契約を締結している。

　　　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
３. 　重要な後発事象に関する注記に記載されているとおり、会社は2026年２月25日開催の取締役会におい
て、連結子会社である株式会社Cerevoの発行済株式のすべてを譲渡することを決議し、同日付で株式譲
渡契約を締結している。2026年４月１日に当該株式の譲渡を完了し、連結の範囲から除外している。

　　　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
４. 　その他（追加情報）に記載されているとおり、会社は2026年３月26日開催の取締役会において、
2026年７月１日を株式譲渡実行日（予定）として、株式会社フォトロン企画の株式を取得し、同社及び
同社の子会社となる予定である株式会社メディア・ソリューションズを子会社化することについて決議
し、同日付で株式譲渡契約を締結している。

　　　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにあ
る。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計
算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場
合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日
までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が
基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
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連結計算書類に係る会計監査報告

拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監
督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年４月１日から2026年３月31日までの第63期事業年度における取締役
の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作
成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に
ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況につ
いて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、
子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か
ら事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備
に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シス
テム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報
告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
なお、金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制については、取締役等及び東陽監査
法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。

③　事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各
取り組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容につい
て検討を加えました。

④　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証
するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保す
るための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

監査役会の監査報告
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監査役会の監査報告

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている「会社の支配に関する基本方針」については、指摘すべき事
項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年５月20日
ヒ ビ ノ 株 式 会 社 　 監 査 役 会

常勤監査役 森　　　勝　之 ㊞
社外監査役 唯　木　　　誠 ㊞
社外監査役 新　田　信　行 ㊞

　
以　上
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地図

会場 ： 東京都港区港南３丁目５番14号

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株主総会会場ご案内図

ヒビノ株式会社　本社１階会議室
TEL：03-3740-4391(代表）
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ヒビノ株式会社

送迎バス
発着場所

品川シーズンテラス

高
浜
橋

東京海洋
大学前

(交通のご案内)
「ＪＲ品川駅」港南口から徒歩約15分
「京浜急行品川駅」から徒歩約18分
○当日は「ＪＲ品川駅」港南口から会場まで送迎バスを運行しますので、ご利用ください。
(運行予定時間）９：00～10：20

(お願い)
会場には駐車場の用意がございませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い
申しあげます。


